
 杉並区民新聞 2024年５月号外 杉並区民新聞社 本天沼 2-15-12 日本共産党杉並地区委員会の見解を紹介します。 
ジェンダー平等・生理の貧困の解決めざし 

 区立施設で生理用品の設置や配布が始まっています   

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２４年５月号 

日本共産党 前杉並区議会議員 

 深刻な教員不足、不登校支援の取組の強化を求める  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

杉並区議会第一回定例会において、党区

議団は学校現場での教員不足と不登校につ

いて支援策の拡充を求めました。 

国は教員定数の大幅増員を 
全国的に教員不足が深刻です。最大の要

因は学校での長時間労働が改善されず、体

を壊し早期退職や病気休暇に追い込まれる

教員が増えていること、教員志望者が減っ

ていることです。 

杉並区では、２月１日時点で小中学校あ

わせて４０人の教員不足が生じており、時

間講師や専科教員対応だけでなく、副校長

が担任をしている学校も複数あることが示

されました。 

教員定数は、国と都によって決められて

いるため、区だけで解決することは困難で

すが、臨時的任用教員の募集や教員の負担

軽減などを求めました。 

 杉並区教育委員会は、昨年２回にわたり、

臨時的教員や時間講師などを募集し、約２

０名が採用に繋がった、と答弁しました。 

 現在の危機的な教員不足の事態を招い

たのは、政府が教育予算を低く抑えてきた

ためです。教員の定数を抜本的に増やすと

ともに、いくら残業しても１円も残業代が

出ないという給特法の改正が不可欠です。 

不登校は５年で２・５倍以上増加 
 ２０２２年度、全国の小中学校の不登校

の児童生徒数は約３０万人。杉並区では２

０１７年度は小中学校あわせて３４６名

から、２０２２年度は８９７名と、５年間

で２・５倍以上に増えています。 

 不登校を経験した子どもたちや保護者

を対象に、学校に行きたくないと思った理

由など、区独自にアンケートなどを行い、

施策に生かすことを求めました。 

 区教委は、さざんかステップアップ教室

の生徒、不登校の親の会等から意見を聴取

し、支援ニーズを把握していく、と答えま

した。 

 来年度の取り組みについては、スクール

カウンセラーの増員やスクールソーシャ

ルワーカーの配置方法の見直し、校内別室

指導の全校実施が示されました。 

 学びの多様化学校（不登校特例校）につ

いては、教育委員会と区長部局、学校によ

る検討会を立ち上げ、設置に向け具体的な

検討や準備を進めている、と答えました。 

 引き続き、教員不足、不登校支援への取

り組みを抜本的に強化するよう求めます。

学校現場の実態などもお寄せください。 

様々な事情で生理用品の用意や購入が

大変な方が増えています。杉並区では区内

小中学校のトイレや福祉事務所３カ所へ

の生理用品の設置に続き、区立施設への設

置も始まっています。 

生理の貧困の実態とは？ 
厚生労働省は２０２２年に生理の貧困

に関する調査を行っています。 

（結果は右の２次元コードをスマートフ

ォンで撮影するとサイトからご覧いただ

けます。） 

回答者の８・１％がコロナ禍以降に「生

理用品の購入・入手に苦労したこと」が「あ

る」「ときどきある」と答えています。ま

た、学生の５人に１人が生理の貧困に直面

しているとも言われています。 

経済的な理由がもっとも多くなってい

ますが、生理自体が恥ずかしいこと、相談

できないこと、という風潮があることも問

題です。衛生的な生理用品を入手できなけ

れば、健康にも重大な影響を及ぼします。

また、仕事や学校を休まざるを得ないな

ど、精神の健康を害することもあります。

仕事などのパフォーマンス（効率）が落ち

ることになり、社会経済にも大きな影響を

与えます。 

健康と福祉の面においても、人権尊重の

面においても、社会全体で「生理の貧困」

を解決していくこと、そのために正しい知

識を誰もが身に付けること（包括的性教

育、人権教育）が大切です。 

ウェルファーム杉並で無料配布 
ウェルファーム杉並の１階にある「くら

しのサポートステーション」では、寄付物
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写真 

品等を活用し、一家庭につき原則１パック

生理用品をお渡ししています。それ以上に

必要な時はご相談ください。 

受け取る際に周りが気になる場合は、声

に出さなくても大丈夫です。ウェルファー

ム杉並の１階と２階の女性トイレの個室

内、および「くらしのサポートステーショ

ン」の窓口外に掲載しているポスターの横

にある専用カード（上のマークの付いたカ

ード）を窓口で提示すれば、生理用品をお

渡しします。 

また、お名前や住所など、個人情報はお

聞きしません。 

４月から３つの区民センターでも 
４月１５日からは、新たに西荻、高井戸、

高円寺の３つの地域区民センターの女性ト

イレ（一部）に生理用ナプキンを設置し、

無料配布する取組を試行しています。今後

は区役所本庁舎へも設置する予定です。 

生理用品の無料配布については、前区政

時代から党区議団が求め続けてきました。

岸本区政で実現し、杉並区からジェンダー

平等と生理の貧困の解決をめざす取り組み

が進んでいることは重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲このマークが目印です 

 

厚生労働省の

調査の結果▼ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸本区政で実現へ 

 処遇改善など「公共の再生」に向けた取り組みが進む  

 

見本紙をお届けしています。 

お気軽にご連絡ください。 

杉並区が職員にとっても魅力的な職場で

あるために、岸本区政のもとで公務を支え

る区職員の処遇改善や、区の仕事を請け負

う事業者の労働者の賃上げ等が進み始めて

います。 

①区職員の定数を増やす 

先の第１回定例会では、正規の区職員の

定数を増やす条例改正が行われました。 

杉並区の職員定数は山田元区長のもとで

大幅削減が強行され、区民サービスの低下

を招いてきました。今回の条例改正で職員

定数が拡充されたことは、区職員にとって

も住民にとっても大変重要な変化です。 

条例では２０３０年まで職員定数の上限

を３，５５０人としていましたが、２０２

６年度までの上限が３，７００人となりま

した。その主な内訳は、区立児童相談所の

開設に向けた児童福祉の専門職を６０人、

感染症などに備えて保健所の体制を強化す

るために９人増やします。 

また、これまで常勤職員の育休代替は会

計年度任用職員で対応していましたが、残

る職員に負担がかかりやすい状況となって

いました。今後は常勤職員で対応できるよ

うに組織体制を整えます。 

②会計年度任用職員の処遇改善 

 杉並区は全職員のうち４１％が会計年度

任用職員（有期雇用の非正規公務員）で、

そのうち８５％が女性です。今年度、保育

や学童、介護に関わる１，１００人（会計

年度任用職員の総数の４４％）の報酬が引

き上がります。 

これまで７年勤務後は上がらなかった報

酬上限額も引き上げられ、新たに勤勉手当

も２・２５カ月支給されることになり、約

９億円が予算計上されました。 

さらに、２３区で初めて生理休暇が有給

化されるなど、公務におけるジェンダー平

等に向けた取り組みも進んでいます。 

③公契約条例で賃上げへ 

 公契約条例では、杉並区の仕事を請け負

う事業者の労働者の労働報酬下限額（最低

賃金）を定めています。労働報酬下限額は

職種によって異なりますが、今回一番安い

職種の労働報酬下限額を今までの１，１３

８円から１，２３１円と＋８・１７％値上

げしました。（２０２３年度の東京都の最

低賃金は１，１１３円） 

 公契約条例は指定管理者契約も対象で

すが、区内には図書館やスポーツ施設など

３９の指定管理者の施設があります。その

うち７割以上が非正規雇用であり、多くが

区内在住の女性です。 

労働報酬下限額 

の引き上げは、公 

共サービスで働く 

多くの女性の処遇 

改善に繋がる大事 

な取り組みです。 

４月２５日に杉並区議会臨時会が開か

れ、補正予算（第２号）が可決しました。 

補正予算の概要は左記の通りで、①、③、

④は国と都で決定している事業です。 

省エネ家電買換促進助成の拡充 

⑤は、都の「物価高騰対応重点支援地方

創生臨時交付金」が財源ですが、使途は区

が決めるものです。区は４月から「省エネ

家電買換促進助成」を始めましたが、申請

が予算額を上回る状況となったため、追加

で助成金１億３，８６３万円と事務委託費

１，１９４万円を計上しました。 

杉並区独自の事業では・・・ 

②は、新年度のコミュニティふらっと本

天沼の改修工事において、建築業の時間外

労働の規制などが導入され工事単価が上が

った分の予算です。 

 ⑥は、いじめ防止対策推進法に規定され

る「重大事態」への対応や調査等にかかる

委員の増員などの予算です。 

⑦は、学校がいじめを含む学校運営に関

わる法律相談を弁護士に相談できる体制を

整備するための予算です。 

臨時会では補正予算の他、区民税の定額

減税等の設定のための条例の改正案などが

提案され、賛成多数で可決しました。 

あきこの部屋 
Facebook で著名人になりすまし、偽の投資に勧誘する

CM が横行し、被害者が損害賠償を求める裁判を起こしてい

ます。給与や年金が上がらない「失われた３０年」で国民は

貧しくなる一方、岸田政権は NISA(小額投資非課税制度)など

を推奨しています。私は、本来国がやるべき社会保障制度を

次々に改悪しておきながら、資産形成と言って元本割れの恐

れがある金融商品を国民に勧めることに腹が立つ思いです。

こんな自己責任と行き過ぎた新自由主義の政治を終わらせ、

国民の自由のために、日本共産党は解散総選挙を求めます。 

会計年度任用職員の報酬引き上げ額 
職種 人数 引き上げ額 

保育 約 720 時給 約 70～80円  

児童館 

学童など 
370 

時給 約 150～ 

～170 円  

部活動 

指導員 
約 10 時給 ６７０円 

介護認定

調査員 
約７ 月額 約２万円 

 

 「省エネ家電買換促進」の拡充など 補正予算が可決  

補正予算（第２号）の主な概要 

◆予算規模 49 億 9,381 万円 

◆財源 区／1,413 万円 

    都／49 億 3,527 万円 

    国／4,441 万円 

◆事業と補正額 

①定額減税調整給付事業 

…29 億 3,084 万円 

②コミュニティふらっとの整備 

…370 万円 

③住民税非課税世帯等物価高騰対策支援

給付金支給事業  …18 億 5,380 万円 

④予防接種       …4,441 万円 

⑤杉並産エネルギーの創出と省エネルギ

ーの推進      …１億5,063万円 

⑥杉並区教育委員会の運営 …969 万円 

⑦教育委員会事務局の庶務事務 

…74 万円 

 


